
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

求職者支援訓練

認定職業訓練実施奨励金の申請について

高知労働局 

(2025.5 月) 



 

                             

認定職業訓練実施奨励金について 

 

 

求職者支援訓練を適切に行った訓練実施機関のうち、支給要件を満たす訓練機関に対して、 

認定職業訓練実施奨励金（認定職業訓練実施基本奨励金[基本奨励金]と、認定職業訓練 

実施付加奨励金[付加奨励金]）を支給します。 

 

  支給対象について 

 

 認定職業訓練実施奨励金は、厚生労働大臣の認定を受けた求職者支援訓練を適切に行った 

訓練実施機関のうち、支給要件を満たす訓練実施機関に対して、支給単位期間毎に算定します。 

 

 訓練実施機関が行う求職者支援訓練が、 

「基礎コース」の場合は基本奨励金、 

「実践コース」の場合は基本奨励金と付加奨励金 の支給を申請することができます。 

      ＋「託児サービス支援付き訓練コース」の場合は保育奨励金の支給を申請することができます。 

     

★訓練コースによって（特例措置）の実施で基本奨励金の上乗せをされるコースがあります。 

【年度によって内容は異なります】 

対象や要件はその都度、「認定職業訓練実施奨励金の支給申請のご案内※」 等でご確認ください。 

                      ※高知労働局のホームページに掲載しています。 

高知労働局HP→職業訓練→訓練実施機関の皆さまへ をご覧ください。 

 

 

 次のいずれかに該当する場合は、奨励金の全部または一部を支給しません。 

 

 労働保険料の滞納があったり、過去に偽りその他不正の行為により認定職業訓練実施 

奨励金の支給を受けた（または受けようとした）ことがある場合  

 過去5年以内に偽りその他不正の行為により、雇用保険法第62条に基づく雇用安定 

事業または雇用保険法第63条に基づく能力開発事業として給付される各種助成金、 

給付金、奨励金の支給を受けた（または受けようとした）ことがある場合  

 求職者支援訓練と同一の事業に関して、国から委託費等を受けている（または受ける 

予定である）場合  

 求職者支援訓練を適切に行ったとは認められない場合  

 上記のほか、認定職業訓練実施奨励金を不支給とするに足る不正が確認された場合 
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1. 基本奨励金 

 

● 基本奨励金の支給対象期間及び支給額の算定方法について 
 

認定職業訓練実施奨励金の支給対象となる期間は、訓練の開始から終了までの訓練期間全体ですが、  

支給額を算定する際は、訓練期間を1か月単位で区切った「支給単位期間」を用います。 
 

基本奨励金は、基本奨励金支給対象期間（※）ごとに支給します。また、訓練実施機関が希望する 

場合は、訓練終了後の一括支給も可能です。一括で申請する場合であっても、事前の連絡等は不要です。 
 

（※）「基本奨励金支給対象期間」とは、連続する３支給単位期間のことを言います。 

（訓練終了日を含む最終支給対象期間は、２支給単位期間または１支給単位期間となることもあります）。 

 

○ 支給単位期間の日数が28日以上 

【基礎コース】受講者数× 6万3千円 × 支給単位期間数  

【実践コース】受講者数× 5万3千円 × 支給単位期間数 

○ 支給単位期間の日数が28日未満 

【基礎コース】受講者数× 3,150円 × 訓練実施日数 （上限6万3千円 ）  

【実践コース】受講者数× 2,650円 × 訓練実施日数 （上限5万3千円 ） 

 

   ○ 【託児サービス支援付き訓練コース】の場合 

    保育奨励金の月額単価最大月額6万6千円（未就学児1名 1ヵ月あたり）まで実費支給されます。 

 

「受講者数」とは、各支給単位期間における受講者数の合計です。 

ただし、基本奨励金支給対象期間（一括申請の場合は全ての支給単位期間。）を通して出席率が 

80％以上（※）である者、又は基本奨励金の支給対象となる期間のいずれかの基本奨励金支給単位 

期間における出席率が80％以上である者（基本奨励金支給対象期間中に訓練の受講を取りやめた者 

については、基本奨励金支給対象期間中の訓練を取りやめた日までの通算出席率80%以上の者、又 

は基本奨励金の支給対象となる期間のいずれかの基本奨励金支給単位期間における出席率が80％以 

上である者）に限ります。 
   

（※）1実施日の訓練の一部のみを受講した日の取扱いに関して、1実施日における訓練の1/2以上 

に相当する部分を受講したものについては、1/2日分受講したものとして取り扱います。 

なお、1/2日分受講としたものとして取り扱う日を加えて算出した出席日数に端数が出た場合 

には、（1/2日）は「日数」として取り扱うことはできず、切り捨てた上で受講日数を算定して 

ください。 

 

（支給例） 
 

●基礎コース ●訓練期間３ヵ月 ●受講者 15 名 修了者 13 名 
（支給対象期間）   ・1 名退校（退校日‥①支給単位期間の訓練実施日数   ８日、出席率 50％） 

・1 名退校（退校日‥③支給単位期間の訓練実施日数 12 日、出席率 80％）  
 

① 支給単位期間 63,000 円×14 名= 882,000 円 
（1 名退校 ①訓練実施日数８日、出席率 80％未満の為不支給） 

② 支給単位期間 63,000 円×14 名= 882,000 円 
   
③ 支給単位期間  63,000 円×13 名= 780,000 円 

3,150 円×12 日=  37,800 円（1 名退校 ③訓練実施日数 12 日） 
 

合計    ２,581,800 円 
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① 様式 A-31 認定職業訓練実施基本奨励金(保育奨励金)支給申請書 
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免除者

1

2

3

4

5 ○

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

2

①受講者名

高知 60

高知 58

8

香美 60 51

■訓練科名

■訓練番号

53 91%

85%

38 95%高知 40

いの

受講者出欠報告書　総括票（訓練実施基本奨励金支給申請関係書類）（～20人）
　（平成・令和○年4月10日～平成・令和○年7月9日分）

■訓練実施機関名

■訓練実施機関番号

○○○○○

○○○○○

○○○○○科

○-○-○-○○-○○○○

番号
②就職支援計画を作

成した公共職業安定所
③総訓練日数 ④総出席日数

⑤支給対象期
間の出席率

⑥支給対象期間
の出席率が８割
未満の場合、出
席率８割以上の
支給単位期間の

数

（※）・受講者数が20名ごと、支給申請を行う期間ごとに本報告書１枚を使用してください。
　　　・「受講者名」は、訓練開始後１週間以内に提出する受講者名簿において付番する番号の順に記載してください。
　　　・「総訓練日数」は、受講者が出席すべき訓練日数（出席管理の対象となる日。中途退校者については、退校日までに出席
　　　　すべき訓練日数）を記載してください。なお、「総訓練日数」は「内訳票」の「訓練日数」の総計となります。
　　　・「総出席日数」は、１実施日における訓練の総時限数の２分の１以上に相当する部分を受講したものについては、２分の１日
　　　　分受講したものとして取り扱うこと。訓練を受講した日に２分の１日分受講したものとして取扱う日を加えて算出した出席日数
　　　　に端数が出た場合には端数は切り捨てること。
　　　・「出席率」は、当該支給申請を行う期間（３か月ごと又は全訓練期間）の率（中途退校者については、退校日までの当該期間に
　　　　おける出席率）とし、小数点以下は切り捨てます。
　　　・⑥の欄は、⑤の「支給対象期間の出席率」が８割未満の場合のみ記載してください。支給単位期間は１か月単位です。
　　　・免除者欄については、職業能力開発講習の受講免除者に該当する場合に、「○」を記入してください。

47 78%

7 87%

高知　太郎

高知　花子

四国　太郎

四国　花子

労働　太郎

小数点以下は
切り捨て

④総出席日数

支給申請期間の内訳票の「出席日数」を総計し、「0.5日」の端数が生じた場合は切捨て。

例） 高知花子さんの場合 ① ② ③

総括票の総出席日数は （14.5日）+（19.5日）+（19.5日） =     （53.5日）⇒ 53日

⑥の欄は、⑤の「支給
対象期間の出席率」
が、８割未満の場合
のみ記載してください。

＊支給単位期間は
１ヶ月単位です。

職業能力開発講習の受講免除者に該当する

場合のみ、「○」を記入してください。

② 様式 A-32 受講者出欠報告書（総括票） 
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② 様式 A-32 受講者出欠報告書（内訳票） 

※
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7
高
知
太
郎

 
×
→
〇

 
記
入
ミ
ス
に
よ
り
修
正

 
労
働
一
郎
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■
訓

練
科

名
　

　
　

 ○
○

○
○

○
科

1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

7
8

1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

1
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

×
×

×
○

○
○

○
○

×
×

○
○

○
○

○
○

○
○

2
○

○
×

×
×

×
×

×
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

出
席

欠
席

遅
刻

早
退

○

※
　

講
師

、
事

務
担

当
者

欄
に

つ
い

て
、

確
認

を
行

っ
た

講
師

、
事

務
担

当
者

が
押

印
又

は
署

名
の

記
載

を
必

ず
す

る
こ

と
。

出
　

　
席

　
　

簿
　

（
平

成
○

年
4
月

1
0
日

　
～

　
平

成
○

年
4
月

1
6
日

分
）

１
頁

講
師

講
師

講
師

講
師

事
務

担
当

者
講

師
事

務
担

当
者

番
号

4
月

　
1
0
日

（
 木

 ）
4
月

　
1
1
日

（
金

）
4
月

1
2
日

（
土

）
4
月

1
5
日

（
　

火
　

）
４

月
　

1
6
日

（
　

水
　

）

出
　

　
席

　
　

状
　

　
況

受
講

者
名

4
月

1
3
日

（
日

）

講
師

事
務

担
当

者

高
知

　
太

郎

高
知

　
花

子

記 載 例

備
考

欄

4
/
1
0
放

課
後

C
C

4
月

 1
4
日

（
 月

 ）

講
師

労
働

事
務

担
当

者
事

務
担

当
者

事
務

担
当

者
事

務
担

当
者

■
訓

練
番

号
 ○

-
○

○
-
○

○
-
○

-
○

○
-
○

○
○

○
■

訓
練

期
間

　
平

成
 〇

〇
年

 4
月

10
日

　
～

　
平

成
 〇

〇
年

 7
月

 9
日

様
式

A
-2

0

H
2
7
.3
改

正

様
式

は
A
３

に
な

っ
て

い
ま

す
が

、

A
4
に

縮
小

し
て

い
た

だ
い

て
も

結
構

で
す

。

※
申

請
時

の
計

画
分

で
放

課
後

に
キ

ャ

リ
ア

・
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
が

あ
っ

た
場

合

は
〇

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

。

※
追

加
で

実
施

す
る

計
画

外
の

キ
ャ

リ

ア
・
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
は

、
対

象
外

で
す

。

訓
練

の
な

い
日

は
列

を
削

除
し

て

い
た

だ
い

て
も

結
構

で
す

。

実
習

等
で

8
時

間
授

業
が

あ
っ

た
時

、

放
課

後
キ

ャ
リ

コ
ン

等
で

列
が

足
り

な

い
場

合
は

列
を

挿
入

し
て

く
だ

さ
い

。

1
日

の
受

講
時

間
の

1
/2

以
上

出
席

し
た

場
合

、
A

-

3
2
受

講
者

出
欠

報
告

書
は

△
に

な
り

ま
す

。

1
日

の
受

講
時

間
6
時

間
の

う
ち

1
/2

以
上

出
席

し
て

い
な

い
の

で
欠

席
と

な
り

、
A

-3
2
受

講
者

出
欠

報

告
書

は
×

に
な

り
ま

す
。

労 働
労 働

労 働
労 働

支 援
支 援

支 援
支 援

支 援

日
別

計
画

表
で

計
画

さ
れ

た
担

当
講

師
の

捺
印

又
は

署
名

で
お

願
い

し
ま

す
。

2
名

以
上

担
当

講
師

が
い

る
場

合
は

ど
ち

ら
か

1
人

の
印

で
結

構
で

す
。

備
考

欄
に

書
き

き
れ

な
い

場
合

は

余
白

に
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

③ 様式 A-20-1  出席簿 

1
日
の
受
講
時
間
の

1
/
2
以
上
出
席
し
た
場
合
、
 

A
-3

2
受
講
者
出
欠
報
告
書
は
△
に
な
り
ま
す
。
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認定様式第5号

）

～

平成 年 月 日

）

平成 年 月 日

～ （ か月） （訓練日数 日）

時 分 時 分 訓練定員 名

名称（ ） 任意受験

名称（ ） 任意受験

名称（ ） 任意受験

訓練時間

職場体験

職場見学

時間 職場体験等

円

) 円

※1　企業実習を予定している場合は、様式第10～14号を作成のうえ提出してください。

※2　様式第6号の「日別計画表」を添付してください。

※3  訓練推奨者欄には、特に訓練を推奨する対象がある場合に、当てはまるもの全てにチェック（レ）を記入してください。

「その他」の場合は、「訓練対象者の条件」欄に内容を記入してください。特にない場合はチェックは不要です。

※4　「職場体験」、「職業人講話」、「職場見学」、「その他」については、それぞれの時間数が分かるように記入してください。

※5　訓練時間には、キャリア・コンサルティング等の時間は含まれませんので、除いて記入してください。

訓練推奨者
(特定の者を想定する場合のみ)

ニート等の若者

その他（

企業実習

時間 学科訓練時間総合計 実技時間

）認定機関（

科目

）認定機関（
訓練修了後に取得

できる資格

～

）認定機関（

訓練目標
（仕上がり像）

被災者 外国人

指
導
方

法

実

技

学

科

　受講者の負担する費用

訓

練

内

容

教科書代

　施設設備や教材等を有効に活用
　した効果的な指導のための工夫

　受講者ごとの特質及び習得状況
　に応じた指導のための工夫

障害者　 母子家庭の母等

選考日（予定）

選考方法

選考結果通知日

訓練期間

訓練時間

新規学校卒業者

訓練カリキュラム
訓練実施機関名：

訓練の種別
想定する就職先の職務・仕事

（※基礎コースの場合は記載不要）

基礎コース

実践コース（

訓練対象者
の条件

　　面接 筆記試験 その他（

#REF!

全ての受講者を一堂に集め、講師が直接指導する

その他（

科目の内容

訓練形態（個別指導・補講を除く）

訓練科名

募集期間（予定）

その他

※実施する場合、カリキュラムは別途作成し、総時
間のみ記入してください。

合計

時間

実施しない 実施する

）

職業人講話

認定様式第6号

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
曜 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

訓

練

内

容

成績考査等

担当
講師

備考

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29
曜 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

訓

練

内

容

成績考査等

担当
講師

備考

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
曜 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

訓

練

内

容

成績考査等

担当
講師

備考

～ ～
～ ～
～ ～
～ ※キャリアコンサルティングは、訓練時間に含まれません。
～
～
～

※ハローワーク来所日は、訓練時間に含まれません。

3

月

1

月

2

月

６か月目 平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日 　時間
　時間

３か月目 平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日 　時間
４か月目 平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日 　時間
５か月目 平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日

実施期間 訓練時間

２か月目 平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日 　時間

５回目

１か月目 平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日 　時間

４回目

※機構処理欄

２回目
３回目

備　考
質疑応答 １回目

６限目 来所日
５限目 ハローワーク来所予定表
４限目

１限目 １回目
２限目
３限目

区分 受講時間 実施期間 備　考

３回目
２回目

時間割表 キャリア・コンサルティング実施予定表

※各月において、ハローワーク来所日相当日として、1日、空白日を設けること（具体的な来所日は、認定時に機構が指定する）。

日　別　計　画　表

訓練実施機関名 訓練科名

（様式Aー28:別添１）

■実施施設名

■報告年月日 ■報告担当者名、部署（電話番号）

※訓練開始後に訓練を中途退校した者も含めて記載してください。

受講者名 ふりがな 性別 年齢
就職支援計画を作成した

公共職業安定所

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

受講者名簿

■訓練番号■訓練科名

訓練機関→センター

④ 様式 A-21 求職者支援法に基づく職業訓練の認定通知書 ⑤ 様式 A-9 訓練カリキュラム

⑥ 認定様式第 6 号 日別計画表

\\\\\\\\\\\\\\\様式第６号 日別計

画表

⑦ 様式 A-28 別添１ 受講者名簿
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訓練実施機関が「労働保険事務組合」を通じて労働保険料を納入している場合は、労働保険事務組合が 

発行した、「労働保険料納入通知書（写）・労働保険料領収書（写）」を提出をしてください。 

求職者支援訓練認定申請期間の初日～申請日までの間に納付期限が設定されている労働保険を納入した 

全ての証明が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 様式 C-10 中途退校者報告書 

 

⑩ 通帳コピー（表紙・見開き）（初回、または変更時のみ） 

 

⑪ 労働保険料領収書 

 

表紙と開いて 1 ページ目の見開き 

（銀行名・支店名・口座番号 

 ・口座名義が載っているページ） 

 提出書類 

① 様式 A-31   認定職業訓練実施基本奨励金支給申請書（原本） 

② 様式 A-32     受講者出欠報告書（総括票・内訳票）（写し） 

③ 様式 A-20-1    出席簿（写し）【e ラーニングコースは 様式 A-20-2】  

④ 様式 A-21       求職者支援法に基づく職業訓練の認定通知書（写し） 

⑤ 様式 A-9         訓練カリキュラム（写し） 

 参考資料としてご提出いただく書類 

⑥ 認定様式第６号  日別計画表(変更があった場合は最新のもの)（写し） 

⑦ 様式 A-28 別添 1  受講者名簿（写し） 

⑧ 様式 C-10           中途退校者報告書（写し） 

⑨ 訓練実施日から除外した場合の確認書類（感染症等） 

⑩ 通帳コピー[表紙・見開き]（初回または口座変更時のみ） 

⑪ 労働保険料領収書 

（労働保険事務組合を通じて納入している訓練実施機関は必須） 
 

 

⑨ 訓練実施日から除外した場合の確認書類 

 

基本奨励金(保育奨励金) 申請時提出書類一覧 
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Q1  受講者出欠報告書（様式 A-32）の「受講者署名欄」について、中途退校者が最終日に来校せず、 

訓練実施機関において本人署名が取れなかった場合はどのように取り扱えばいいのでしょうか。 

 
 

① 最終日に来校せずとも、訓練実施機関において本人署名を取ることが原則です。 

② 上記①の取組によっても受講者出欠報告書の「受講者署名欄」に本人署名が取れなかった場合は、 

基本奨励金の支給申請時に訓練実施機関から、 

（１）本人署名が取れなかった理由 

（２）当該受講者が受講者出欠報告書の出欠状況に相違ないと認めていること 

（３）当該受講者の連絡先 

以上の 3 点を記載した陳述書（様式自由）を労働局に提出して頂くこととなります。 

 
 

 

Q2  受講者出欠報告書（内訳票）について、次のとおり取り扱ってよいでしょうか。 
 

 ① データで入力及び管理すること（受講者署名欄以外）  

 ② 中途退校者については、中途退校した日を含む当該中途退校者１人分の受講者出欠報告書内訳票を 

作成して（紙に打ち出して）本人の署名をとり、他の受講者と別管理とする事。 

 

 

① 様式Ａ-32 及び別添の作成に当たり、データ入力・管理でもよい。ただし、必ず「受講者署名欄」 

は受講者の直筆で署名しなければならないため、紙で打ち出す必要があります（データ部分と署名 

部分は、同じ紙の同じ頁でなければならない。）。 

 

② 中途退校者について、他の受講者と別に管理することとしてもよい。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本奨励金 Q&A 
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Q3 介護系の訓練には介護実習が含まれていますが、実習先が訓練実施施設とは異なる場合もあり、 

また受講者が自宅から直接実習先に出向くこともあります。その場合に、訓練実施施設は、受講者 

出欠報告書（様式Ａ－32）の出欠確認者氏名を誰が確認したとして記載したらよいでしょうか。 

 

介護実習などのように、実習先が訓練実施施設と異なる企業実習の場合の出欠確認は、実習先で管理 

してもらうこととなります。具体的には、実習先毎に実習期間中の受講者出欠報告書（様式Ａ－32）を 

作成してもらうこととなり、この場合の出欠確認者氏名は実習先の職員名で構いません。 

なお、企業実習期間中の出席管理は、企業実習先が受講者出欠報告書（様式Ａ－32）を作成するだけ 

で良く、訓練実施機関による出席簿（様式 A-20-1）の作成は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実習時の受講者出欠報告書（記載例） 

 

受講者署名欄

日 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9

曜日 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金

1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 高知 太郎 6 6 100%

2

3

4 ○ ○ ○ ○ △ ○ 四国 花子 6 5.5 83%

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

実
習
　
先
子

実
習
　
先
子

実
習
　
先
子

実
習
　
先
子

実
習
　
先
子

実
習
　
先
子

4/21～4/28
実習先　A

四国　花子

出
欠
確
認
者
氏
名

～

番
号

出欠状況が事実と相違ない
場合に、受講者本人が署名す
ること。

受講者名

高知　太郎

出席
日数

■訓練科名

■訓練実施機関番号

■訓練番号

○○○○○

○○○○○科

○○○○○

○-○-○-○○-○○○○

■訓練実施機関名

支給単
位期間

の
出席率

中途退校

20日未満

出欠状況

出席率

8割

以上

職員記入欄（該当項目に○を付ける）

受講者出欠報告書　内訳票（訓練実施基本奨励金支給申請関係書類）（～20人）
　（平成・令和○年4月10日～平成・令和○年5月9日分）

通常

支給

中途退校

20日以上

訓練
日数

「受講者名簿」に付番された

番号のところに記載。
（実習先が同じところの受講
者のみで作成）

四国花子 4/25 訓練時間 7時間30分

出席時間 4時間

実習先用出欠報告書

介護実習等、訓練実施施設以外で行う場合は、実習先で受

講者出欠報告書を作成。
この場合、出欠確認者氏名は、実習先の講師、事務担当者
等の署名をお願いします。

実習分だけの出欠を記載

補足事項を記載してください。
（書ききれない場合は欄外余白

に記載してください。）

実習分のみの訓練日数、

出席日数を記載してください。
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２. 付加奨励金

● 付加奨励金の支給対象期間及び支給額の算定方法について

付加奨励金は、実践コースを実施した訓練機関のうち基本奨励金を受給し、訓練終了日から3ヵ月経過 

する日までの修了者等の就職実績が一定水準以上に該当する場合に支給されます。 

○ 付加奨励金は、訓練終了後、修了者などの就職実績を確認した後に支給します。

○ 支給要件となる雇用保険適用就職率の算定式

訓練修了者のうち就職した者＋就職を理由とする中途退校者－65歳以上の者

  訓練修了者＋就職を理由とする中途退校者－65歳以上の者  

（小数点以下は切り捨て） 

✽ 付加奨励金算定式の分子での『 就職 』とは・・

○ 訓練終了後 3 ヵ月以内に雇用保険の一般被保険者となった者。

○ 訓練終了後 3 ヵ月以内に労働者を雇用する事業主（雇用保険の適用事業の事業主）となった者。

支給額の算定式は下記の通りです。支給額は、これらの算定式により算出された金額の合計です。 

○ 支給単位期間の日数が28日以上

支給対象者数×就職実績に応じた単価×支給単位期間数

雇用保険適用就職率60％以上       2万円 

雇用保険適用就職率35％以上60％未満     1万円 

雇用保険適用就職率35％未満  0円 

○ 支給単位期間の日数が28日未満

支給対象者数×就職実績に応じた単価×訓練実施日数

雇用保険適用就職率60％以上   1,000円 （上限2万円） 

雇用保険適用就職率35％以上60％未満   500円 （上限1万円） 

雇用保険適用就職率35％未満  0円 

（支給例） 

●付加奨励金対象者 12 名  ●訓練期間 6 ヵ月 ●雇用保険適用就職率 60％

（訓練修了者＋就職を理由とする中途退校者） 

20,000 円×12 名×6 ヵ月=1,440,000 円 

ここでいう「支給対象者数」とは、

訓練の修了者数と就職理由による中途

退校者数の合計数です。 

訓練終了日まで受講したが総出席率

80％未満の未修了者、就職以外の理由

による中途退校者は含みません。 
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① 様式 A-3３ 認定職業訓練実施付加奨励金支給申請書 
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② 様式 A-34 認定職業訓練就職者名簿 

 

訓練終了日の翌日から 

3 か月後の応当日の前日 

訓練終了日から 4 か月後

の応当日の前日 

裏面の注意事項をよくご覧のうえ、記載してください。 

赤枠内は自動計算されます。 

分母のうち就職者（被保険者＋適用事業主）3 名－65 歳以上の者 1 名＝2 名 

  修了者 2 名＋中途退校者（就職理由）1 名ー65 歳以上の者 1 名＝2 名 

=100 % 
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③ 様式 A-14 就職状況報告書 
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平成２４年○月○日

○○○○○○　殿

高知労働局長

基本奨励金支給決定通知書

記

＞ ＜

＞ ＜

１．支給対象訓練番号  4-23-39-02-○○-○○○○

２．支給決定年月日  元号Ｚ９年Ｚ９月Ｚ９日

３．支給決定番号   第　9999999999　号

（注）偽りその他不正な行為により奨励金を受け、又は受けようとした場合

    は、当該奨励金は不支給とし、既に支給した奨励金は返還となります。

また、以後、奨励金は支給されません。

４．支給決定金額  ○,○○○,○○○ 円

　元号Ｚ９年Ｚ９月Ｚ９日付けで支給申請のあった認定職業訓練実施基本奨励金

について、下記のとおり支給することを決定したので通知します。

〒999-9999

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮ＊ＮＮＮＮＮＮＮＮＮ＊ＮＮＮ

ＮＮＮＮＮＮ＊ＮＮＮＮＮＮＮＮＮ＊ＮＮＮＮＮＮ

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮ＊ＮＮＮＮＮＮＮＮＮ＊ＮＮＮＮ

ＮＮＮＮＮ＊ＮＮＮＮＮＮＮＮＮ＊ＮＮＮＮＮＮＮＮ

Ｎ＊

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮ＊ 殿

（様式A-35）

複数回支給されている場合は全て
の写しを提出してください。 

提出書類 

① 様式 A-33 認定職業訓練実施付加奨励金

支給申請書（原本） 

② 様式 A-34 認定職業訓練就職者名簿

③ 様式 A-14 就職状況報告書

④ 様式 A-21 求職者支援法に基づく職業訓練の認定

通知書（写し） 

⑤ 様式 A-35 基本奨励金支給決定通知書（写し）

⑥ 様式 A-15 認定職業訓練に係る就職状況

報告書 

⑦ 労働保険料納入通知書・労働保険料領収書

（写し）

・労働保険事務組合を通じて納入している

訓練実施機関は必須

⑧ 自社等就職の場合

・雇用した者の労働条件が分かる書類

労働条件通知書（写し）、雇用契約書（写し）等

・雇用した者の雇入れから 2 ヵ月間の勤務実態が分かる

書類   出勤簿（写）、賃金台帳（写）等

付加奨励金 申請時提出書類一覧 

④ 様式 A-21 求職者支援法に基づく職業訓練の認定通知書 ⑤ 様式 A-35 基本奨励金支給決定通知書

⑥ 様式 A-15 認定職業訓練に係る就職状況報告書 ⑦ 労働保険料領収書
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Q1   出席率 80％未満により、基本奨励金の算定対象としては非該当となった受講者について、 

付加奨励金の算定対象とすることは可能でしょうか。 

 

付加奨励金の算定対象となる受講者について出席要件は求められていないため、実践コースの修了者 

及び就職を理由とする中途退校者であれば、付加奨励金の算定対象となります。 

但し、訓練を終了したが、訓練終了前の修了考査で不合格となり修了しなかった者や修了要件の出席率 

8 割未満となることが確定している者で引き続き訓練の受講が適当と認められた者は対象外となりますの 

で、注意して下さい。 

 

 

 

Q2   付加奨励金支給申請書提出後、就職状況報告書の未提出者から回答があったこと等により、 

認定職業訓練就職者名簿（様式 A-34）の修正の申出は可能でしょうか。 

 

訓練実施機関が付加奨励金支給申請書を都道府県労働局に提出した後、就職状況報告書（様式 A-14） 

の未提出者から回答があったこと等により、当 該訓練実施機関が認定職業訓練就職者名簿（様式 A-34） 

の修正を希望する場合は、申請期限内であれば修正を認めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付加奨励金 Q&A 
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申請について 

 

● 基本奨励金支給申請期限について 
 

○３ヵ月ごとの申請の場合 

訓練開始日から３ヵ月経過ごと、３ヵ月を経過する応当日から起算して１ヵ月を経過する日までの間に 

申請してください。 

○一括申請の場合 

 訓練を終了後、訓練の終了日の翌日から起算して１ヵ月を経過する日までの間に申請してください。 
 

● 付加奨励金支給申請期限について 
 

○求職者支援訓練の終了日の翌日から起算して４ヶ月を経過する日までに申請してください。 

○自社等就職の場合、4ヵ月以内に雇用した者の労働条件が分かる書類、雇用した者の勤務実態が分かる 

書類が提出できない場合は、6ヶ月以内に追加で提出してください。全ての書類が提出されてからの支給 

決定となります。 

※申請書類は原則として持参受付、郵送される場合は期限内に到着するよう送付して下さい。 

申請期限日が開庁日でない場合は、申請期限日後の最初の開庁日が申請期限日となります。 
 

✻ 申請期限までに申請をしないと奨励金は支給できません。 

 

【注意】 

 訓練終了後４～６ヵ月を経過した日の時点で、雇用保険の適用状況を労働局で確認します。 

そこで確定した情報をもとに就職率を計算し、付加奨励金の支給決定をします。 

このため、予定していた支給額と支給決定額が異なる場合があること、雇用保険の適用状況が確認できない場合、 

調査のため、支給は訓練終了後４～６ヵ月経過日よりあとになることを、あらかじめご了承ください。 

 

● 申請の方法 

申請先    〒781－9548 高知県高知市南金田1－39   高知労働局 職業安定部 訓練課  

            E-Mail：anteibu-kouchikyoku@mhlw.go.jp  高知労働局 職業安定部 訓練課  

  

 ● 持参の場合 

受付時間 平日の 8：30～17：15 まで 

閉庁日（土曜・日曜・祝日・年末年始（12/29～1/3））を除く。 

高知労働局の2Fです。 

          ✱ お電話で連絡のうえご来所ください。 

  ● 郵送の場合  

    申請書の提出は上記住所に郵送で可能ですが、消印ではなく、申請期限内に到着している必要が 

ありますので余裕を持って提出してください。簡易書留、特定記録等、確実に届く方法でお願いします。 

  ● 電子メールの場合 

   申請書の提出はメールでも可能です。全ての必要書類をPDFにしてパスワードをかけ、 

高知労働局 職業安定部 訓練課 宛に送付してください。 

申請書原本は訓練校で6年間保管が必要となります。 

   メール受信日が申請受付日となりますので、申請期限内にメール送信してください。 

（ファイルが重たい場合、メールが届かない場合もありますので気をつけてください。） 

✱ 申請する場合はこちらに一度ご連絡のうえ、送付してください。 
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● 申請結果の通知 

      高知労働局において、訓練実施機関からの提出書類を審査のうえ、支給・不支給を決定し、 

認定職業訓練実施基本（付加）奨励金支給決定通知書、あるいは認定職業訓練実施基本（付加） 

奨励金不支給決定通知書にて郵送で通知します。 

 

● その他 

        ご不明な点や疑問については高知労働局 職業安定部 訓練課までお問い合わせください。 

 

✽ 以下のホームページもご参照ください。 

（申請様式・参考様式等ダウンロードできます。） 

 高知労働局  

http://kochi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/        

 

 （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 

http://www.jeed.go.jp/js/shien/ninteikikan.html 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】                 高知労働局 職業安定部 訓練課 

〒781－9548  高知市南金田 1－39 

TEL : 088－888－6600  

E-mail : anteibu-kouchikyoku@mhlw.go.jp 

ご不明な点がございました

ら、下記問い合わせ先まで

お気軽にご連絡ください。 
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